
様式 １　公表されるべき事項

国立研究開発法人国立環境研究所（法人番号6050005005208）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ② 令和３年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和３年度における改定内容

別 添

理事の報酬は、国立研究開発法人国立環境研究所役員報酬規程に
則り、月額及び賞与（期末手当及び業績手当）から構成されている。

月額については、俸給(818,000円）に特別調整手当（130,880円）及び
通勤手当を加算して算出している。

賞与のうち期末手当については、基準日現在において理事が受けるべ
き俸給及び特別調整手当の月額並びに俸給の月額に100分の25を乗じ
て得た額並びに俸給及び特別調整手当の月額に100分の20を乗じて得
た額の合計額に、6月及び12月に支給する場合においては100分の67.5
を乗じて得た額に、基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職
期間に応じた割合を乗じて得た額としており、業績手当については基準
日現在において理事が受けるべき俸給及び特別調整手当の月額並び
に俸給の月額に100分の25を乗じて得た額並びに俸給及び特別調整手
当の月額に100分の20を乗じて得た額の合計額に、その者の勤務成績に
応じて別に定める割合及び基準日以前6箇月以内の期間におけるその
者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

なお、令和3年度における改定はない。

理事長の報酬は、国立研究開発法人国立環境研究所役員報酬規程に
則り、月額及び賞与（期末手当及び業績手当）から構成されている。

月額については、俸給(895,000円）に特別調整手当（143,200円）及び
通勤手当を加算して算出している。

賞与のうち期末手当については、基準日現在において理事長が受ける
べき俸給及び特別調整手当の月額並びに俸給の月額に100分の25を乗
じて得た額並びに俸給及び特別調整手当の月額に100分の20を乗じて得
た額の合計額に、6月及び12月に支給する場合においては100分の67.5
を乗じて得た額に、基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職
期間に応じた割合を乗じて得た額としており、業績手当については基準
日現在において理事長が受けるべき俸給及び特別調整手当の月額並び
に俸給の月額に100分の25を乗じて得た額並びに俸給及び特別調整手
当の月額に100分の20を乗じて得た額の合計額に、その者の勤務成績に
応じて別に定める割合及び基準日以前6箇月以内の期間におけるその者
の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

なお、令和3年度における改定はない。

平成21年度より、役員報酬規程において業績手当を支給しており、環境大臣の当法人に対
する業績評価の結果を勘案し、その者の勤務成績に応じ、支給割合を決めることができること
としている。

令和３年度においては、環境大臣の研究所に対する令和２年度業績評価はAであったため、
令和３年度の役員の業績手当については３段階評価の上位の評価とした。

役員報酬水準を設定するに当たっては、国家公務員の指定職俸給表に準拠しており、また、

令和３年度における予算規模や職員数が同程度の他の複数の独立行政法人の役員の報酬

水準と比較している。



理事（非常勤）

該当なし

監事

該当なし

監事（非常勤）
監事（非常勤）には俸給日額（37,000円）を支給している。
なお、令和3年度における改定はない。



２　役員の報酬等の支給状況
令和３年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円 ※

1,718
（特別調整手

当） R3.4.1

15,910 10,740 3,105 347 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円 ※

1,571
（特別調整手

当）

15,990 9,816 4,553 50 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円 ◇

1,571
（特別調整手

当）

16,565 9,816 4,553 625 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

341 333 0 8 （通勤手当） R3.7.6

千円 千円 千円 千円

222 222 0 0 （通勤手当） R3.7.6

千円 千円 千円 千円

492 481 0 11 （通勤手当） R3.7.7

千円 千円 千円 千円

492 481 0 11 （通勤手当） R3.7.7

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

C監事
（非常勤）

法人の長

A理事

B理事

前職
就任・退任の状況

役名
その他（内容）

A監事
（非常勤）

B監事
（非常勤）

D監事
（非常勤）



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）
該当なし

　監事
該当なし

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

監事は、国立研究開発法人の業務の能率的かつ効果的な運営を確保す

るため、財務内容等の監査を含む業務の全般的な監査を行うものとされて

いることから高度な専門知識が求められ、また、独立行政法人通則法の改

正により、監事機能の強化が図られたところである。
監事の報酬(R2日額：37,000円）は国家公務員の指定職俸給表に準じて定

めており、また、予算規模や職員数が同程度で、報酬を日額支給している他
の複数の独立行政法人の監事の報酬水準（R2日額：35,321円（各独立行政
法人が公表している役員給与規程等より算出））と比較してもほぼ同水準と
なっていることから、その報酬水準は妥当なものと認められる。

理事は理事長を補佐して国立環境研究所の業務を掌理することとなる。
研究担当理事は国立環境研究所の調査及び研究に係る業務等を掌理

することとなり、幅広い環境研究分野における高い専門性が求められる。
企画・総務担当理事は、研究所の企画及び管理並びに環境の保全に

関する情報の収集、整理及び提供に係る業務等を掌理することとなり、高
い企画力及びマネジメント能力が求められる。

理事の報酬は国家公務員の指定職俸給表に準じて定めており、また、
予算規模や職員数が同程度の他の複数の独立行政法人の理事の報酬
水準(R2年収：15,623千円（各独立行政法人が公表しているR2役職員の給
与水準より算出（通勤手当除く）））と比較してもほぼ同水準となっていること
から、その報酬水準は妥当なものと認められる。

国立環境研究所は、国内外の環境研究の中核的機関として、環境、経済、
社会の状況を踏まえ、環境問題の現状を把握するための観測・計測、現象
解明等に関する研究から、影響の評価、問題の同定・解決・緩和・適応のた
めの具体的方策の提示及び最先端の環境技術の社会実装まで、環境科学
研究分野全体を俯瞰した総合的な取組を推進している。

理事長には各研究プロジェクトを統括する高いマネジメント能力や強いリー
ダーシップ、幅広い環境研究分野における高い専門性が求められる。

理事長の報酬は国家公務員の指定職俸給表に準じて定めており、また、
予算規模や職員数が同程度の他の複数の独立行政法人の長の報酬水準
(R2年収：18,130千円（各独立行政法人が公表しているR2役職員の給与水
準より算出（通勤手当除く）））と比較してほぼ同水準となっていることから、そ
の報酬水準は妥当なものと認められる。

役員の報酬については、国家公務員の指定職俸給表に準じて定められており、職務
内容の特性及び他の同規模の法人との比較を考慮すると、妥当な水準であると考え
る。今後とも、人事院勧告やその他社会一般の情勢、業務の実績等を勘案しながら、
引き続き妥当な水準となるよう取り組む必要があり、主務省としても注視していく。



４　役員の退職手当の支給状況（令和３年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

5,394 4 0
令和3年3月
31日 1.2 ※

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

注1：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

注2：法人の長については、既に仮の業績勘案率により算出した支給額（R2仮支給額：4,495千円）を
　　　当該役員に対して仮支給していたが、当該役員が在職した期間の業績勘案率が決定したことにより

 　確定した退職手当の総額である。

監事B
（非常勤）

法人での在職期間

理事A

監事A
（非常勤）

理事B

法人の長

２０歳 ５６歳２８歳 ６０歳…………………………………………………… （国）（平均）（第１分位）（平均）（第３分位）２人 ５人 １１人 ９人 (人)



５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

理事B
（非常勤）

監事A

監事B

監事A
（非常勤）

監事B
（非常勤）

判断理由
当該理事長が在職した期間に係る国立研究開発法人国立環境研究所の年度実績評価に基づき、当該理事長の業績勘案率については、

主務大臣の評価において1.2と決定された。

該当なし

該当なし

該当なし

法人の長

理事A

理事B

　環境大臣の当法人に対する業績評価の結果を勘案し、その者の勤務成績に応じ、業績手当を支給し
ており、今後も継続して実施する。

理事A
（非常勤）



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕
給与種目

業績手当
俸給

　③　 給与制度の内容及び令和3年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

毎年度職務業績評価を行い、勤務成績に応じて俸給及び業績手当の調整を行っており、今後も継続し
て実施する。

調整の区分を５段階設けることにより、勤務成績を適切に反映する。

　国立研究開発法人国立環境研究所職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（職責手当、初任給調整
手当、扶養手当、地域手当、広域異動手当、研究手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤
務手当、寒冷地手当及び超過勤務手当）及び賞与（期末手当及び業績手当）としている。
　賞与のうち期末手当については、期末手当基礎額に6月及び12月に支給する場合にあっては100分
の127.5を乗じ、さらに基準日以前6か月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて
得た額としている。
　賞与のうち業績手当については、業績手当基礎額に、勤務成績に応じて定める割合及び在職期間割
合を乗じて得た額としている。
　なお、令和3年度における改定はない。

制度の内容

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

勤務成績に基づき、業績手当の額を調整する。

　職員の給与水準を設定するに当たっては、一般職の職員の給与に関する法律の適用を受ける国家
公務員の給与に準拠しており、令和3年国家公務員給与実態調査（人事院）によると、事務・技術系職
員の平均俸給月額（令和4年3月：314,388円）は、行政職俸給表（一）適用職員の平均俸給月額(令和3
年:325,827円）を下回っており、妥当な水準であるといえる。研究系職員の平均俸給月額（令和4年3
月：435,754円）については、国家公務員の研究職俸給表適用職員の平均俸給月額（令和3年：405,016
円）を上回っているが、研究所の研究職員の大学院修了者の割合は国家公務員より高くなっており、し
かも、その大半が博士号取得者である。また、近年、ますます複雑化している地球温暖化問題、廃棄
物、放射性物質による環境汚染を含む環境問題等に加え、気候変動適応に向けた科学的知見の創出
等、新たな研究需要に対応しなければならないため、常勤職員数を増やせない中でも任期付研究員制
度や契約職員制度を積極的に活用するなど、研究の質と量を高める必要性がますます高くなっており、
これら契約職員等の管理・指導などの管理業務を含めてその役割に応じた処遇を研究職員に対し行っ
ていることなどから、給与水準は妥当であるといえる。
　また、人件費については、国立研究開発法人国立環境研究所中長期計画に定められた人件費見積
りの範囲内において支出している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　＜大学卒者＞　＜うち大学院修了者＞　＜博士号取得者＞
国立環境研究所研究職 　　　　100.0%                    95.0%                    95.5%
国家公務員※   　　　　　　　　　 98.4%                     81.3%　　　　　   （データなし）
　※令和3年度人事院勧告参考資料より（研究職俸給表適用の国家公務員）



２　職員給与の支給状況

　①－1　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

212 46.7 9,403 6,970 121 2,433
人 歳 千円 千円 千円 千円

48 40.1 6,859 5,045 168 1,814
人 歳 千円 千円 千円 千円

164 48.7 10,148 7,534 107 2,614

人 歳 千円 千円 千円 千円

31 39.1 7,632 5,976 174 1,656
人 歳 千円 千円 千円 千円

(1) - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

31 39.1 7,632 5,976 174 1,656

人 歳 千円 千円 千円 千円

(4) - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

(2) - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

(2) - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

333 48.3 4,325 3,452 100 873
人 歳 千円 千円 千円 千円

284 50.2 4,191 3,346 98 845
人 歳 千円 千円 千円 千円

49 36.8 5,099 4,068 107 1,031
人 歳 千円 千円 千円 千円

(1) - - - - -

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注４：「民間出向職員」とは、民間企業から当法人に出向し、非常勤職員の身分を有している者である。

　①－２　職種別支給状況（年俸制適用者）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

(1) - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

(1) - - - - -
研究職種

注２：該当のない区分（在外職員）は削除した。常勤職員、任期付職員、再任用職員及び非常勤職員の
該当のない職種（医療職種、教育職種）は削除した。

注３：任期付職員の事務・技術職員、再任用職員の各職種、非常勤職員の民間出向職員については、該
当者が２名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、人員数以外は記載し
ていない。

区分 人員

非常勤職員

研究職種

研究職種

事務・技術

うち所定内

民間出向職員

非常勤職員

研究職種

再任用職員

事務・技術

うち賞与平均年齢

うち賞与平均年齢
令和３年度の年間給与額（平均）

うち所定内
総額

任期付職員

事務・技術

研究職種

区分

常勤職員

事務・技術

注：該当者が２名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、人員数以外は
記載していない。

令和３年度の年間給与額（平均）

総額
人員



②

注２：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

本部部長 2 － － －

本部課長 9 54.7 9,787 11,286 ～ 8,839

本部課長補佐 9 48.6 7,616 8,073 ～ 6,459

本部係長 9 36.8 5,728 6,458 ～ 4,910

本部係員 16 28.0 4,394 5,172 ～ 3,636

地方部長 1 － － －

地方係員 2 － － －

④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

54.1 54.9 54.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 45.9 45.1 45.5

％ ％ ％

         最高～最低 51.4～41.0 51.4～40.5 51.4～41.0

％ ％ ％

56.9 58.2 57.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 43.1 41.8 42.5

％ ％ ％

         最高～最低 47.4～40.4 42.3～39.7 44.9～40.4

平均年齢

一律支給分（期末相当）

人員

賞与（令和３年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ

千円

一般
職員

年間給与額

一律支給分（期末相当）

最高～最低

区分

管理
職員

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

注：本部部長級、地方部長級、地方係員級については、該当者が2名以下のため、
　　 当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人員のみを記載している。

注１：36～47歳については該当者が４名以下のため、第１、第３四分位を表示していない。また、36～39歳については
　　　該当者が２名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均給与額のみを記載している。

２人 ５人 ９人



②

注２：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

③

（研究職員）

平均
人 歳 千円

領域長 6 55.7 13,202 13,711 ～ 12,640

本部研究室長等 59 52.2 11,224 13,343 ～ 9,278

本部主任研究員等 88 46.4 9,138 11,468 ～ 7,623

本部研究員 2 － － －

地方研究室長等 4 49.5 11,730 13,360 ～ 9,066

地方主任研究員 5 42.3 8,246 8,762 ～ 7,149

④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

56.3 58.0 57.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 43.7 42.0 42.8

％ ％ ％

         最高～最低 54.0～40.0 51.4～40.0 52.7～40.0

％ ％ ％

58.1 58.1 58.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 41.9 41.9 41.9

％ ％ ％

         最高～最低 42.3～41.6 42.3～41.6 42.3～41.6

年齢別年間給与の分布状況（研究職員）〔任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

注１：32～35歳については該当者が４名以下のため、第１、第３四分位を表示していない。

職位別年間給与の分布状況（研究職員）

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低

一般
職員

一律支給分（期末相当）

注１：本法人では、「本部研究部長」に相当する職位として「領域長」を代表的な職位として掲げた。

注２：本部研究員級については、該当者が2名以下のため、当該個人に関する情報が特定される
　　　おそれがあることから、人員のみを記載している。

賞与（令和３年度）における査定部分の比率（研究職員）

千円

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

２人 ５人 ９人



３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

108.6

109.2

108.1

109.0

・年齢・学歴勘案

・年齢・地域・学歴勘案
　当研究所は、職員の独自採用を開始後、10年余りを経過したところであり、
職員に占める国との人事交流者の割合が高い（33.3%）。その中で、特に、年
齢の高い区分においては、管理職として国から出向している職員が大半を
占めているため、対国家公務員指数を引き上げている。
　また、国との人事交流者のほとんどは地域手当上位級地からの転入者で
あること、地方の研究拠点である福島地域協働研究拠点が地域手当非支給
地にあることから、地域手当の経過措置等が給与水準を高める要因となって
いる。
　なお、調査対象である事務・技術職員数が少なく（令和3年度においては
48人）、年齢の高い区分の職員の異動（国との人事交流等）の多寡が、指数
に大きな影響を与えている（年齢・地域・学歴勘案：令和3年度109.0、2年度
は105.3、過去5ヶ年平均は107.8)。

今後とも国家公務員の給与水準を充分に考慮し、手当を含めた職員給与の
在り方について厳しく検証するとともに、年齢構成のバランス等を考慮した人
員配置、研究所の将来を視野に入れた戦略的な人事計画に取り組むなど、
給与水準の適正化に努めることとする。

・年齢勘案

・年齢・地域勘案対国家公務員
指数の状況

　給与水準の妥当性の
　検証

国家公務員に準じた給与規定に基づき支給しているにも関わらず、国との
人事交流等による経過措置として地域手当を受給する職員の割合が高いこ
と等を勘案すれば事務・技術職員の給与水準は妥当であると考える。給与
水準については、手当を含めた職員給与の在り方を厳しく検証するととも
に、年齢構成のバランス等を考慮した人員配置、研究所の将来を視野に入
れた戦略的な人事計画に取り組むことにより、職員の給与水準が国家公務
員の給与水準と同等となるよう人事の最適化を検討されたい。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

講ずる措置

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　93.0％
　（国からの財政支出額　19,025,799千円、支出予算の総額　20,467,889千
円：令和3年度予算）

＜支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合＞　2.5％
＜管理職の割合　25.0％＞
＜大卒以上の高学歴者の割合　70.8%＞

【累積欠損額】　0円（令和2年度決算）

【検証結果】
国からの財政支出が大半を占めていることから、国に準じた給与制度をとっ
ており、人事交流等の影響で100を上回っているが、給与水準は妥当である
と考える。

項目

【主務大臣の検証結果】

内容



研究職員

106.0

103.7

105.7

103.5

４　モデル給与

※注１：モデル給与は大卒の常勤の事務・技術職員を想定。

※注２：モデル給与の月額及び年間給与は、俸給、地域手当を基礎に算出。

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

・年齢勘案

・年齢・地域勘案

・年齢・学歴勘案

・年齢・地域・学歴勘案

○　５０歳（課長補佐）
　　月額 425,604円　年間給与 7,176,532円

毎年度職務業績評価を行い、勤務成績に応じて俸給及び業績手当の調整を行っており、今
後も継続して実施する。

○　２２歳（大卒初任給）
　　月額 212,048円　年間給与 3,481,827円

内容

○　３５歳（係長）
　　月額 331,760円　年間給与 5,520,817円

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　研究業務の遂行は高度に専門的な知見を要するため、国立研究開発法
人国立環境研究所の研究職員の大学院修了者の割合は国家公務員より高
くなっており、その大半が博士号取得者である。また、近年、ますます複雑化
している地球温暖化、廃棄物、放射性物質による環境汚染を含む環境問題
等に加え、気候変動適応に向けた科学的知見の創出等、新たな研究需要
に対応しなければならないため、常勤職員数を増やせない中でも任期付研
究員制度や契約職員制度を積極的に活用するなど、研究の質と量を高める
必要性がますます高くなっており、これら契約職員等の管理・指導などの管
理業務を含めてその役割に応じた処遇を研究職員に対し行っていることに
要因があると考えている。

　　　　　　　　　　　　　　＜大学卒者＞　＜うち大学院修了者＞　＜博士号取得者＞
国立環境研究所研究職 　100.0%                    95.0%                    95.5%
国家公務員※   　　　　　　　98.4%                    81.3%　　　　　   （データな
し）
　※令和3年度人事院勧告参考資料より（研究職俸給表適用の国家公務
員）

項目

　給与水準の妥当性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　93.0％
　（国からの財政支出額　19,025,799千円、支出予算の総額　20,467,889千
円：令和3年度予算）

＜支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合＞　9.3％
＜管理職の割合　98.7％＞
＜大卒以上の高学歴者の割合　100.0%＞

【累積欠損額】　0円（令和2年度決算）

【検証結果】
国からの財政支出が大半を占めていることから、国に準じた給与制度をとっ
ており、また、調査対象者の98.7%は管理職であり、博士号取得者などの高
学歴者の割合が高いことから、給与水準は妥当であると考える。

【主務大臣の検証結果】

国家公務員に準じた給与規定に基づき支給しており、上記理由を勘案すれ
ば、研究職員の給与水準は妥当であると考える。引き続き、高度に専門的な
業務に対応できる優れた人材の確保の必要性を踏まえつつ、人件費管理の
適正化に向けた取組の推進を注視していく。

講ずる措置

今後とも国家公務員の給与水準を十分に考慮し、手当を含めた職員給与の
在り方について厳しく検証するとともに、引き続き、給与水準の適正化に努
めることとする。



Ⅲ　総人件費について

令和２年度 令和３年度

千円 千円

(A)
千円 千円

(Ｂ)
千円 千円

(Ｃ)
千円 千円

(D)
千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

最広義人件費

非常勤役職員等給与

5,829,9615,905,696

退職手当支給額

2,567,028

117,994 201,659

2,406,958

区　　分

給与、報酬等支給総額
2,463,842 2,474,709

福利厚生費
756,831 746,635

給与、報酬等支給総額については、給与に関する法律改正等、給与、報酬等支給額に大きな影響を与え
る要因がなかったことからほぼ横ばいとなっている。

特になし


